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多文化福祉社会形成におけるコミュニティ福祉政策
三本松政之
研究目的と概要
本論文の課題認識は、グローバリゼーションが進行し多文化社会化する中で、移民や難
民に関わるシティズンシップが問われ、国家の枠を超えた生活課題への支援や異質な主体
との共同・協働による福祉社会とその形成のあり様がこんにち問われているというもので
ある。外国人労働者の問題は労働政策と結びついた課題であるが、外国人労働者が生活者
として抱く生活課題はいかにして福祉の課題であると認識され、いかにして政策へと反映
されていくのであろうか。制度的に確立された社会福祉や、マジョリテイにおける価値認
識との相違から、社会的課題としての共有やその社会的位置づけがいまだ確立されにくい
メインストリームの周縁に位置して生活を営む人びとへの、生活支援のあり方に関わる福
祉コミュニティ形成を中心に多文化社会の課題について論じる。
こんにちの多文化的状況のもとでの福祉社会（多文化福祉社会）形成のためには、コミ
ュニティ形成を基盤とした政策的な取り組みの必要がある。原理的にまず開放性・異質性
を特質とする包摂的なコミュニティを、排除することのない福祉コミュニティの理念モデ
ルと措定した。その上で実態としての地域社会にみられる排除的側面について地域社会で
のコンフリクト事例を通して検討をした。そして社会的排除のもっとも今日的な社会事象
の一つである外国人労働者の定住化の困難さに着目し、その生活実態を検討した。日本は
外国人労働者に対する体系的な受け入れ政策を欠いている。それに対して同様の多文化社
会化が進展している韓国では受け入れの政策的な取り組みが多文化統合政策として急速に
展開されており、その過程の検討からは政策形成の背景として民間団体が公共課題化の過
程で果たす役割の大きいことを見いだした。
多文化社会への対応が入管政策にとどまる日本の現状においては、多文化社会化の進展
するなかで認識されつつある外国人労働者への支援の課題にたいして新たな共同の可能性
を探求するための協働的対応の場の存在が重要であること、その存在が福祉コミュニティ
形成の基盤となり、それは福祉コミュニティの苗床となる。福祉コミュニティはその協働
的対応の場の延長線上に位置するとし、多文化福祉社会形成にむけての課題について論じ
た。
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論文の構成
本稿は以下のように構成されている。
はじめに
序章多文化福祉社会のために
第1章蕎導概念としてのコミュニティー福祉コミュニティの設計
第2章排除するコミュニティー社会福祉施設＝地域社会コンフリクト
第3章外国人労働者の社会的排除と生活問題
第4章外国人労働者の定住化の現状と生活実態一日系ブラジル人の生活実態に関す
る調査をもとに－
第5章日本における多文化社会への政策的対応
一韓国の多文化統合政策への転換からの示唆一
第6章多文化社会における福祉コミュニティ形成にむけて
おわりに
序章では、多文化社会化が進展するこんにちにおいて社会福祉の課題として「多文化福
祉社会」を論じることの意味について検討した。第1章では、こんにち生じる多様な生活
課題に取り組むための仕組みが求められていること、そしてその仕組みとしてコミュニテ
ィが期待されていることを踏まえて、福祉コミュニティ概念についての検討を行った。第
2章では、共同や連帯を実現する場への期待は大きいが、地域社会において福祉が焦点化
するとき、現実には排除の論理がみられることを、社会福祉施設の新設をめく、って生じる
コンフリクト（社会福祉施設＝地域社会コンフリクト）を事例に明らかにした。それとと
もに、その解決に向けた取り組みのなかに福祉コミュニティ形成の可能性のあることを論
じた。第3章では、外国人労働者の定住化が進むなかで、その置かれている状況への関心
や十分な認識が持たれないままになっている外国人の福祉課題の共有化の必要性に焦点を
あて、かれらへの生活支援の課題について検討している。第4章では岐阜県で実施した日
系ブラジル人の生活実態調査結果を踏まえて包摂するコミュニティ形成への課題について
考察した。第5章では、外国人労働者や結婚移民者の急速な増加をみる韓国における多文
化社会化の進展という状況下での外国人受け入れ政策の体系化が図られてきていることを
概観する。そして日本とほぼ同時期に外国人労働者の増加をみてきた韓国の受け入れ政策
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について検討した。韓国の現状と政策的対応の考察から国と自治体の政策的関わりおよび
民間団体の果たす役割について検討した。第6章では、多文化社会への対応としての福祉
コミュニティ形成に向けての課題を整理した。以下、各章ごとにその概略を記す。
章別の概略
はじめに
J.ヤングがこんにちの社会を排除型社会と特徴づけるように、それは分離と排除を基
調とする社会であり、社会生活は不確定性を高めつつある。ポスト福祉国家といわれるこ
んにちにおける福祉社会の成立の前提条件は、それを支える社会の成熟度がかかわる。A.
ギデンズは連帯感の希薄化した社会の再生にたいして地域主導による実践手段としてのコ
ミュニティの再生を重視しており、この視点に着目し検討することを提示した。
序章多文化福祉社会のために
第1節では地域福祉の展開について、第2節では本稿で用いるコミュニティ福祉政策な
どの概念、多文化共生論に関わる先行研究の検討を、また第3節では、多文化福祉社会を
問うことの意味について論じた。外国人とコミュニティをめぐる先行研究としての多文化
共生をめぐる議論では、主に社会学領域で蓄積がみられるが、社会学領域の共生論には政
治的な布置連関により生じる問題が文化に原因が帰せられるなどの共生概念の限界が指摘
されている。このことを踏まえて本稿では多文化共生社会ではなく多文化福祉社会を提起
した。多文化福祉社会とは、異なる複数の文化の共存可能性としての多文化主義の考え方
を基礎にし、文化の基盤となる生活機会の保障という課題を基底に据えた福祉コミュニテ
ィ形成を中核にしてその実現を図る動態的な社会モデルである。
第1章藩導概念としてのコミューティ福祉コミューティの設計 I■■■■■■■■■■
第1章では、コミュニティ形成を基盤とした政策的な取り組みにあたってのコミュニテ
ィ概念についての検討を行った。コミュニティは形成されるべきものとして措定され、蕎
導概念としての役割を担っている。だがコミュニティ形成過程においてコミュニティは同
質性を媒介に排他的な性格を有することがある。この点に留意するために、コミュニティ
の組織原理とノーマリゼーション原理を軸にモデル化を図った°すなわち、原理的には開
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放性・異質性を特質とする包摂的なコミュニティを遠心的コミュニティ系として位置づけ、
排除することのない福祉コミュニティの理念モデルとして検討をした。さらに福祉コミュ
ニティ形成と臨床の知について論じた。
第2章排除するコミュニティー社会福祉施設＝地域社会コンフリクトー
第2章では、共同や連帯を実現する場への期待は大きいが、地域社会において福祉が焦
点化するとき、現実には排除の論理がみられることを、社会福祉施設の新設をめぐって生
じるコンフリクト（社会福祉施設＝地域社会コンフリクト）を事例に明らかにした。また
その解決に向けた取り組みのなかに福祉コミュニティ形成の可能性のあることを論じ、コ
ンフリクト過程とその克服の過程についての構図として示した。施設＝地域コンフリクト
は、地域の社会的なまとまりが排除という可能性を潜在させていることをもっとも極端な
形において示す事例である。潜在化した不可視な社会関係の存在が、人びとの生活に関わ
るような形での社会的排除を引き起こしているにもかかわらず、社会的にその排除の認識
が共有されにくい。しかし、否定的に評価されるコンフリクトではあるが、地域に潜む排
除という課題を顕在化させる役割（社会問題の構築）を担う側面もあることを指摘した。
第3章外国人労働者の社会的排除と生活問題
第3章では、社会的排除のもっとも今日的な社会事象の一つとして、外国人労働者の定
住化の困難さに着目し、その生活実態を検討している。外国人労働者は労働者から生活者
へ、「デカセギ」労働者から移住生活者へとその位置づけを変えつつあるが、その置かれて
いる状況への関心や十分な認識が持たれないまま排除の対象となっている。外国人の福祉
課題の共有化の枠組みを示し、かれらの抱える生活問題の解決に関わる生活支援の課題に
ついて指摘した。また外国人労働者をめぐる課題の構図を仮設し、生活福祉という視点か
らの認識の必要性を論じた。
第4章外国人労働者の定住化の現状と生活実態一日系ブラジル人の生活実態に関する謡
査をもとに－
第4章では岐阜県で実施した日系ブラジル人の生活実態調査結果を踏まえて包摂するコ
ミュニティ形成への課題について考察した。調査では「意図せざる定住化」の進展が不安
定な定住生活を形成しており、かれらが複合的な生活課題を抱えていることを明らかにし
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た。調査の結果を①就労、②住宅、③日本での居住年数、④家族の呼び寄せ、結婚による
家族形成、⑤帰国の意図、⑥生活面での心配、⑦来日後の生活の変化、⑧相談のできる日
本人の友人・知人、⑨利用したことのある社会サービス、⑩日本の健康保険・年金加入、
⑪日本語能力、⑫日本社会に望むことについて整理した。生活困難は、諸要因の複合的相
互作用の結果として生じている。
第5章日本における多文化社会への政策的対応一一韓国の多文化統合政策への転換から
の示唆一一
第5章では、まず外国人労働者の生活実態に対する対応施策という点で日本の現状が体
系的な受け入れ政策を欠いていることをみた。そして日本とほぼ同時期に外国人労働者の
増加をみてきた韓国における現状と政策的対応に注目し、国と自治体の政策的関わりにつ
いて検討した。定住する外国人労働者等に関わる受け入れ政策の体系的な展開がみられな
い日本に対して、韓国では外国人労働者だけではなく結婚移民者の急速な増加による多文
化社会への対応を迫られ、受け入れのための移民政策の取り組みを急速に進めている。韓
国の多文化社会政策の推進にあたっては、地方自治体とNPOなどとの連携が重視されて
いる。地域で活動しているさまざまな団体と行政とが、相互の立場や特性を認めつつ自立
した関係のもとに、共通する課題の解決や社会的目的の実現に向け、対等な立場から協議
し、その結果の合意にもとづきながら、サービスの提供など協働の活動を行っていくパー
トナーシップが構築されつつある。
第6章多文化社会における福祉コミュニティ形成にむけて
第6章では、前章での韓国の多文化政策から示唆を得て、多文化社会への対応としての
福祉コミュニティ形成に向けての課題を整理した。多文化福祉社会形成にむけた政策的対
応としてコミュニティ福祉政策の課題を探った。日本においては国レベルでの外国人に関
わる施策は入管政策が中心であり、生活支援などの施策は自治体レベルでも不十分な状況
にある。この点に関わり社会福祉における課題認識の変化としてのソーシャル・インクル
ージョンの視点について検討している。異質な主体の協働を基にした「下（地域）から」
の福祉の構築には、協働的対応の場の存在が重要である。その存在が福祉コミュニティ形
成の基盤として福祉コミュニティの苗床となる。
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おわりに
これまでの論点を振り返り、移住生活者にとっての生活課題は「いま、ここ」での課題
であり多文化福祉社会の形成に当たってはいまだ過渡的な段階にあること、移住生活者へ
の支援というだけではなく地域福祉の体系的な福祉施策のなかに福祉コミュニティ形成の
課題として位置づけた展開が必要であること、さらに今後はその試みを進めて政策形成プ
ロセスを分析し、政策構造次元での包摂化の課題に取り組むことが必要であるとした。
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